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In brief 

2016 年 6 月 29 日、OECD は、BEPS 行動 13 で勧告された新たな移転価格文書の 1 つである国別報告書

に関して、一貫性のある制度の導入を図るため、実施に当たって寄せられた項目について、質問に回答する

形式による実施ガイダンスを発表しました。今回公表された実施ガイダンスで掲げられている項目は次の 4

つです。 

 

• 最終親会社の居住地における制度執行前での国別報告書の自主的な提出（経過措置） 

• 投資ファンドに対する国別報告書の適用に関するガイダンス  

• パートナーシップに対する国別報告書の適用に関するガイダンス  

• 国別報告書提出義務に関する前年連結収入金額 750 百万ユーロの金額基準の為替変動による影響

に関するガイダンス 

 

また、公表された実施ガイダンスでは、行動 13 で勧告された新たな移転価格文書ルールが各国が最低限の

措置として遵守すべきミニマムスタンダードとされていることを受け、各国における国別報告書に係る制度が

行動 13 の最終報告書の勧告内容に従い適切に導入されているかを確認するピアレビューを実施することが

記載されています。 

 

 

In detail 
1. 国際課税の執行の透明化 

OECD/G20によるBEPSプロジェクトでは、15の行動項目に沿った国際課税の枠組みの見直しを進め、2015

年10月に最終報告書が公表されました。BEPSに対処するための包括的な枠組みの一つとして、行動１3では

国別報告書が導入され、多国籍企業は事業を展開する国・地域における収入や税額の情報を報告すること

が求められています。 

2016年6月29日にOECDから発表された「国別報告書実施のためのガイダンス」では、国別報告書の導入に

関して寄せられた下記の4つの項目について、質問に回答する形式の報告書となっています。 

 

• 最終親会社の居住地における制度執行前の国別報告書の自主的な提出（経過措置） 

• 投資ファンドに対する国別報告書の適用に関するガイダンス                                   

• パートナーシップに対する関する国別報告書の適用に関するガイダンス                                    

• 国別報告書提出義務に関する前年連結収入金額750百万ユーロの金額基準の為替変動による影響に

関するガイダンス 
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2． 最終親会社の居住地における制度執行前での国別報告書の自主的な提出（経過措置） 

質問： 「国別報告書の提出に係る法制の執行が 2016 年 1 月 1 日後となる国を居住地とする最終親会社を

有する多国籍企業グループは、2016 年 1 月 1 日以降その執行前に開始する事業年度から自主的に国別報

告書をその最終親会社の居住地国に提出することができますか。また、その提出により、子会社の居住地国

における報告義務にどのような影響が生じますか。」 

 

OECD 及び G20 の全加盟国及びその他の参加国は、行動 13 の最終報告書において勧告された国別報告

書に係る最低限実施すべき措置（ミニマムスタンダード）を導入することを表明しています。行動 13 の最終報

告書では、多国籍企業グループの最終親会社の 2016 年 1 月 1 日以降開始事業年度に係る国別報告書の

提出を各国で法令によって義務づけることが勧告されています。この勧告を受けて、各国において国別報告

書の法制化が進められていますが、その執行が 2016 年 1 月 1 日後となる国もあり、その場合には、当該国

を居住地とする最終親会社を有する多国籍企業グループの子会社について子会社の居住地国において子

会社方式による国別報告書の提出義務が課される可能性があるという懸念がありました。今回のガイダンスは

このような各国の立法手続のタイミングの違いから生じる問題に対処するための救済方法を示したものです。 

 

今回のガイダンスは、国別報告書の提出に係る法制が 2016 年 1 月 1 日後となる国を居住地とする多国籍企

業グループの最終親会社のために、その執行前において当該最終親会社の居住地国の税務当局に対する

自主的な報告を認めるものです。すなわち、そのような国に居住する多国籍企業グループの最終親会社は、

2016 年 1 月 1 日以降に開始する事業年度で、制度の執行時期の関係で対象にはならない事業年度に係る

国別報告書を、経過措置として、当該最終親会社の居住地国の税務当局に対して自主的に提出することが

できるとするものです。これにより、提出された国別報告書は、租税条約の自動的情報交換を通じて子会社を

管轄する税務当局に提供されることになるため、子会社方式によって子会社に国別報告書の提出義務が課

されるという問題が回避されることになります。なお、この自主提出方式は、形式上は、行動 13 の最終報告書

においてその仕組みが定められている代理報告の方式を用いるため、「代理親会社報告」と整理されていま

す。このように、代理親会社報告は、導入のタイミングやミニマムスタンダードを変更するものではなく、あくま

で、行動 13 の最終報告書における合意との整合性を確保するものです。 

 

日本、スイス、米国では、2016 年 1 月 1 日から開始する事業年度に関して上記の概要に則した自主提出方

式を当該国に居住する最終親会社に対して認める予定となっています。 

 

3. 投資ファンドに対する国別報告書の適用に関するガイダンス 

質問： 「投資ファンドに対して、国別報告書の規定はどのように適用されるのでしょうか。」 

 

行動 13 の最終報告書では、投資ファンド全般に適用する除外基準の記載は特になく、多国籍企業グルー

プの判定基準は、あくまで連結会計基準に従うことになります。投資会社の連結会計基準では、損益を通し

て投資の公正価値を報告すべきこととされており、投資会社を特に連結対象とすることが求められていない限

りは、多国籍企業グループの構成会社とみなすべきではないとしています。この基準は投資会社が被投資会

社を支配していたとしても適用されます。他方で、子会社が投資活動に関連する役務の提供を行う場合など、

連結会計基準が投資会社に子会社との連結を求めているのであれば、多国籍企業グループの構成会社と

考えるべきとしています。 

 

投資ファンドが所有する会社が、他の会社を支配して、これらの会社とともに多国籍企業グループを形成する

ことはあり得ますので、その多国籍企業グループが収入金額基準を超えれば、国別報告書の提出義務に従

う必要があります。 
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4. パートナーシップに対する国別報告書の適用に関するガイダンス 

質問： 「税務上「透明」とされ、税務上の居住地を有さないパートナーシップはどのようにして国別報告書の

対象に含まれることになるのでしょうか。」 

 

多国籍企業グループの判定基準は、連結会計基準に従うことになります。連結会計基準がパートナーシップ

に適用される場合は、当該パートナーシップは、国別報告書の対象である多国籍企業グループの構成会社

となる可能性があります。 

 

国別報告書の作成上、パートナーシップがいかなる国においても税務上の居住者に該当しない場合には、

特定の恒久的施設に帰属しない限り、当該パートナーシップのデータを国別報告書の表 1 の無国籍の行に

含めなければならないとしています。当該多国籍企業グループの構成会社である各パートナーはパートナー

シップの各項目における持分を、税務上の居住国の表 1 に含めなければなりません。 

 

5. 国別報告書提出義務に関する前年連結収入金額750百万ユーロの金額基準の為替変動による影響に

関するガイダンス 

質問： 「A 国が報告義務の金額基準として 7 億 5000 万ユーロ相当の国内通貨建て金額を設定し、B 国で

は 7 億 5000 万ユーロを金額基準として用いているとします。A 国に本部を置く多国籍企業グループの構成

事業体の前年連結収入金額が、A 国が定めた金額基準を超えていないものの、変動後の為替相場での換

算金額が 7 億 5000 万ユーロを超えている場合、B 国は報告義務を課すことができますか。」 

 

行動 13 の最終報告書のとおり、合意されている金額基準は 7 億 5000 万ユーロ又は 2015 年 1 月時点にお

けるその現地通貨建て相当額です。最終親会社の居住地国が、2015 年 1 月時点における現地通貨での  

7 億 5000 万ユーロ相当額の金額基準を規定している場合には、当該金額基準を満たす多国籍企業グルー

プは、他の通貨建てで金額基準を定めている他国においても現地の報告義務の対象外としています。 

 

ユーロ以外の通貨による金額基準を使用する国に対し、為替変動を反映させるために金額基準を定期的に

変更することは求められていません。7 億 5000 万ユーロ（2015 年 1 月時点における現地通貨で相当額）の

金額基準の妥当性については、2020 年に実施する国別報告書のミニマムスタンダードの見直しの対象として

含まれる可能性があります。 

 

6. ピアレビューの実施 

公表された実施ガイダンスでは、行動 13 で勧告された新たな移転価格文書ルールが、各国が最低限の措

置として遵守すべきミニマムスタンダードとされていることを受け、各国における国別報告書に係る制度が行

動 13 の最終報告書の勧告内容に従い適切に導入されているかを確認するピアレビューを実施することが記

載されています。 

 

 

2016 年 6 月 29 日に公表された国別報告書の実施ガイダンスの原文（英語）については、以下の OECD の

ウェブサイトをご参照ください。 

http://www.oecd.org/tax/beps/guidance-on-the-implementation-of-country-by-country-reporting-beps-

action-13.pdf 
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Let’s talk 

より詳しい情報、または個別案件への取り組みにつきましては、当法人の貴社担当者もしくは下記までお問

い合わせください。 

PwC 税理士法人  

〒100-6015 東京都千代田区霞が関 3 丁目 2 番 5 号 霞が関ビル 15 階 
電話 : 03-5251-2400（代表）  

Email: pwcjapan.taxpr@jp.pwc.com 

www.pwc.com/jp/tax 
 

パートナー  

高野 公人 

03-5251-2698 

kimihito.k.takano@jp.pwc.com 

 

顧問  

岡田 至康 

03-5251-2670 

yoshiyasu.okada@jp.pwc.com 

ディレクター 

藤澤 徹 

080-9707-7045 

toru.fujisawa@jp.pwc.com 

シニアマネージャー 

竹内 千尋 

080-3122-7630 

chihiro.t.takeuchi@jp.pwc.com 

  

 
 
 
PwC 税理士法人は、PwC のメンバーファームです。公認会計士、税理士など約 590 人を有する日本最大級のタックスアドバイザーとして、法人・個人の申

告をはじめ、金融・不動産関連、移転価格、M&A、事業再編、国際税務、連結納税制度など幅広い分野において税務コンサルティングを提供しています。 

PwC は、社会における信頼を築き、重要な課題を解決することを Purpose（存在意義）としています。私たちは、世界 157 カ国に及ぶグローバルネットワーク

に 208,000 人以上のスタッフを有し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービスを提供しています。詳細は www.pwc.com をご覧ください。 

本書は概略的な内容を紹介する目的のみで作成していますので、プロフェッショナルによるコンサルティングの代替となるものではありません。 

© 2016 PwC 税理士法人 無断複写・転載を禁じます。 

PwC とはメンバーファームである PwC 税理士法人、または日本における PwC メンバーファームおよび（または）その指定子会社または PwC のネットワーク

を指しています。各メンバーファームおよび子会社は、別組織となっています。詳細は www.pwc.com/structure をご覧ください。 

PwC 
4 

mailto:pwcjapan.taxpr@jp.pwc.com
http://www.pwc.com/jp/tax
mailto:kimihito.k.takano@jp.pwc.com
mailto:yoshiyasu.okada@jp.pwc.com

	2．　最終親会社の居住地における制度執行前での国別報告書の自主的な提出（経過措置）
	3.　投資ファンドに対する国別報告書の適用に関するガイダンス
	4. パートナーシップに対する国別報告書の適用に関するガイダンス
	5.　国別報告書提出義務に関する前年連結収入金額750百万ユーロの金額基準の為替変動による影響に関するガイダンス
	6.　ピアレビューの実施

